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1．　冷戦構造とアメリ力経済政策
　　一lntrovert　Policy　Stanceから
　　　　　Extrovert　Policy　Stanceへ一一
　第二次大戦後の冷戦構造は，簡単にいえぽ，歴史上かってみたことのな
い程の強大なく外部否定の矛盾〉の存在によって特徴づけられる。それ
は，世界を東・西に二分しての自由陣営と共産陣営という二大陣営へ二極
集中化しながら，それぞれく内部結束〉を強化して，対峙するという外部
否定の矛盾の対決構造であった。
　互いに，外部否璋の矛盾として対峙するこの対決構造の中で，アメリカ
を守ることは，自由陣営〒自由世界を守ることであり，また自由陣営＝自
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由世界を守ることは，アメリカを守ることであった。
　米・ソの対決する冷戦構造の中で，自由陣営のV・　Lダー国としてのアメ
リカにとって，自由世界陣営内㊧内部結束を強化して，〈外部否定の矛
盾〉である共産世界陣営に対峙していくため，自由世界の内部的経済矛盾
を処理し，克服していくことは，安全保障上最も重要視されていた。この
ため，アメリカ経済は，積極的な対外経済援助政策を展開して，陣内経済
矛盾の克服に努力していった。
　アメリカの伝統的なく内攻的政策態度〉は，陣内の国境を越えて，自由
世界に向けられ，〈long　arms＞をもつ内isC的政策＜IntroYert　Policy＞
として，陣内の経済的矛盾の処理，克服のための外攻的政策＜Extrovert
Policy＞へと＜Policy　Stance＞を転換していかざるをえなかった。一
方，自由世界を構成するメンバー国においても，冷戦構造の中での安全保
障体制の確保は，最優先の政策課題とされ，自国の国内経済的矛盾を克服
して，高雇用水準での持続的経済成長を達成し，維持していく上から，ア
メリカの〈Extrovert　Policy＞への＜Policy　Stance＞の変化に，多少
の不満はあっても，これを容認していかざるをえなかった。したがって，
第二次大戦後の冷戦構造
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自由世界のメンバー国は，アメリカの政策主導の許に，＜外部否定の矛
盾〉としての共産陣営と対決するため，陣営内の内部結束の強化を図り，
アメリカの＜Extovert　Policy＞に協力しながら，自らの政策を展開して
いったのである。
　戦後の自由世界における政策展開は，具体的には，アメリカの経済政策
主導の許に，〈GATT＞，＜IMF＞，＜World　Bank＞，＜OECD＞など
を中心とするく国際協調主義　＝Economic　Internationalism＞の理念に基
づく政策展開であった。
　この国際協調主義の拾頭と発展をもたらした歴史的背景には，東・西両
陣営が，互いに安全を脅す強大なく外部否定の矛盾〉として，互いに対決
する世界構造の緊張とDavid　Humeが夙に指摘した外交の秘訣＝Balance
of　POwerの構造があったからである。
　自由世界陣営のリーダー国としてのアメリカが，陣営の安全保障を確立
するため，採り続けてきた陣内内部結束の強化を図ろうとする内攻的政策
態度は，アメリカ自体からみれば，アメリカの伝統的な内攻的政策Stance
を超えた新しい外攻的政策Stanceへの大きな歴史的転換を意味するもの
であった。
　戦後の45年間という長い年月に亘って，アメリカの基本政策は，ソ連を
リーダー国とする共産陣営世界という強大な外部否定の矛盾と対決し，集
団安全保障体制をいかにして確立していくか，ということであった。陣内
の内部結束を強化し，集団安全保障体制を確立していくことは，アメリカ
にとって，最優先の政策課題であった。
　戦後の集団安全保障体制の確立，すなわち内部結束の強化を図ろうとす
るアメリカの〈Policy　Stance＞は，集団を構成する各国の立場，すなわ
ちmicro的立場からみるならば，それは，アメリカの〈lntrovert　Poli・
cy＞であるが，自由世界陣営の秩序という国際秩序，すなわちmacro的
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立場からみるならば，それは，アメリカの〈Introvert　Policy＞の受け
入れであった。’
　東ゲ西両陣営が対決する冷戦構造の中で，アメリカにとって，自由世
界＝自由陣営は，アメリカであり，アメリカとは，まさに自由世界＝自由
陣営そのものであった。アメリカの大統領は，単にアメリカ合衆国の大統
領であるだけでなく，自由世界＝’自由陣営の大統嶺として；そのまま受け
’入れられ，’アメリカの政策は，’ ｩ由世界の政策としそ容認されていったの
である。
．こうして，戦後の冷戦構造の中で，アメリカの政策は，自由世界へ向っ
て，急速に浸透していき，アメリカ政策のグローバル化が進行し，ボー女
一レス時代への基盤が創られていった。アメリカ政策のダローバル化が進
行していくにつれ，アメリカは，政策資源，政策能力をも世界的規模で配
分していかざるをえなくなり，それは，アメリカの政策に対する大きな制
約となっ’ていった。
’アメリカ政策めグローバル化に伴って，アメリカ民間企業は，海外投資
を活発化して，生産拠点を海外に移転するようになり，時間の経過と共
に，国内経済の持続的成長の基盤は，次第に弱体化していった。
　これまでめ軍事力，政治力のパック・ボLンをなしてきた経済成長の基
盤が，．次第に弱体化していくにつれて，アメリカの自由経済世界における
指導力もまた，次第に低下していかざるをえなかった。
2．　ソヴィエト連邦体制の崩壊と歴史転換の
　　基本的メカニズム
　　　ー外部否定の矛盾の自己否定と内部矛盾の世界化一
強大な権力が一極に集中してくると，淀む水が腐る如く・して，権力は腐
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敗し，一国もまた衰弱し，遂には崩壊していかざるをえなくなる。これ
は，大国衰亡の基本原理である。
　ソヴィエト連邦体制もまた，マルクス理論に支えられて，強大な政治権
力の一極集中化に成功した。’しかし，権力の腐敗防止を怠ってきたが故
に，権力は腐敗し，体制もまた，自ら崩壊していかざるをえなかった。
　このソヴィエト連邦体制の崩壊は，世界史におけるT－一’時代の終りであ
り，新しい時代への一大転換としての歴史運動の展開が始まったことを意
味している。この歴史の転換運動は，長期的・歴史的＜Vision＞と理論
とによって重装備された強力な知的エネルギーによって支援され，促進さ
れていかなければならない。それは当然であるが，ソヴィエト連邦体制の
急速な崩壊は，歴史的転換促進の政策課題として，一体何を意味している
のであろうかpまた，この歴史転換の運動はジー体どのようなメカニズム
で展開されているのであろうか。われわれがこれらの問題を取り挙げるの
は，歴史転換のメカニズムを解明することによって，混乱と犠牲をできる
だけ少くして，新しい時代，新しい歴史創造のための転換促進政策を明ら
かにしていくことができるからである。
　人間が，かって経験した歴史上の大転換は，ただ一つ，封建制から近世
への一大転換であった。何故，封建体制は近世へと転換していったのか。
それは，封建制の大成功なるが故に近世への創造的破壊であり，創造的転
換であったのか。その転換のメカニズムはどのようなメカニズムであった
のか。この歴史転換のメカニ塔ムの解明は，今日，現に展開されているソ
ヴィエト連邦体制の崩壊に伴っての歴史転換のメカニズムを解明すること
によって明らかにすることができるだろう。
　ここで，われわれが歴史分析の対象として取り挙げている転換運動は，
かっての封建制から近世への歴史転換に勝るとも劣ることのない一大歴史
転換の運動であり，いわぽまたとない歴史転換の実験が眼前に繰り広げら
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れているのである。われわれが，現実に体験している歴史転換のメカニズ
ムは，一体どのようなメカニズムであるのか，解明されなけれぽならない
最大の歴史分析課題であるといってよいだろう。
　まず，はじめに，アメリカをリーダーとする西側自由世界の陣営にとっ
て，ソヴィエト連邦体制の崩壊は，一体何を意味しているのであろうか。
ソヴィエト連邦体制は，戦後の西側自由世界にとって，凡そ45年間という
長い年月に亙って，強大なく外部否定の矛盾〉として存在し，安全保障を
脅し続けてきた最大の脅威と緊張の根源であった。その根源は∫いまや消
滅した。一挙に解放された世界は，明日の日の出に，輝く自由と繁栄を期
待しているのである。
　新しい時代は，ポーランドの解放，東西ドイツの統一，バルト三国の独
立，そしてソヴィエト連邦体制自らによる体制矛盾の自己否定等の劇的事
件によってもたらされた。そして解放運動，自由運動によって激しく始発
されて，前進している。
　これらの歴史現象を一見すると，それは，激突することなく，自由世界
の勝利に終り，いまにも，〈平和の配当〉をもたらしそうにみえる。しか
し，ソヴィエト連邦体制におけるこれまでに蓄積されてきた内部矛盾の自
己否定は，これまで拮抗してきた両陣営のパラソスを壊してしまったた
め，かっての冷戦構造は破壊され，新しい構造調整を必要としながら，民
族的・経済的混乱を生み出してしまっている。しかも，ソヴィエト連邦体
制における長年の構造的矛盾からくる経済的混乱は，停るところを知ら
ず，〈平和の配当〉どころか，長年の大きな社会主義体制の付けという高
い利子付きの代償を自由世界に押し付けて，支払わせようとしているので
ある。
’このソヴィエト連邦体制の付けという代償は，長い年月の対決を耐え抜
いてきた自由世界にとっても，また耐え抜くことのできなかった共産世界
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にとっても，単なる財政・金融的経済負担だけでなく，強敵の存在という
く外部否定の矛盾〉による脅威の消滅によって，かっての両陣営の緊張，
内部結束の強化は弱体化していった。内部結束の弱体化に伴って，多くの
副次的作用が混乱をもたらしている。
　強力なく外部否定の矛盾〉の存在による両陣営の内部結束の強化は崩れ
て，民族自立運動の高まりと共に，至るところに混乱が生じるようにな
り，陣営内におけるく内部分裂〉という新しい陣営矛盾と民族ないし国家
内に，また内部矛盾を形成し，〈二重の内部矛盾〉を自動的に惹起してき
ているのである。
　アメリカをリーダーとする自由世界は，45年間もの長きに亙って，共産
世界と対決しながら，陣内の安全保障と繁栄を確実にするため，着実な経
済成長を可能にし，内部結束の強化を図り，維持し，耐え忍び，我慢し抜
いて，生き残っている。しかし，ソヴィエト連邦をリーダーとする共産世
界は，この長期に亙る対決構造の中で，政治権力をぽ，見事に集中化する
ことに成功したものの，それに反して経済的基盤は，脆弱化し，両陣営の
対決に耐え抜くことができず，民族生存の経済的基盤さえも危くするに至
り，遂に自滅的に崩壊していかざるをえなかった。
　ソヴィエト連邦の崩壊と共に，世界的規模において，民主化と自由化を
指向する市場原理を標榜しながら，新しい歴史を形成しようとする運動が
拾頭してきた。これらの運動は，西ヨーロッパ世界におけるこれまでの民
主化と自由化を基本的エネルギーとする歴史形成の運動に併合され，強大
な歴史形成の新しいエネルギーが，「蚊竜雲雨を得るが如く」して，時代
と歴史を形成しはじめている。
　新しい時代の歴史形成は，併合された強大なエネルギーを以ってして
も，決してスムースな形成過程ではありえない。極めて厄介なことに，ソ
ヴィエト連邦時代の未期頃から，すでに生じはじめていた経済的行き詰り
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の状態は，連邦体制が崩壊し，分裂し，そして市場経済化の運動が高まる
に伴って，一層悪化し，対外援助なくしては正常化する目処のたたない
程，麻痺し，破綻状態に陥っている。
　ソヴィエト連邦体制の崩壊によって，新しい歴史形成の運動は自由世界
に一元化されつつある。それは好ましいことである。しかし，一元化しつ
つある自由世界は∴旧ソ連邦の経済的混乱をも抱き込んで，内部化してい
かざるをえなくなっている。したがって，自由世界は，かっての外部否定
の矛盾を自動的に内部矛盾化していかざるをえず，世界的視野に立って，
全体的内部矛盾を処理し，克服していかなけれぽならなくなつているので
ある。．
　東ヨーロッパやソヴィエト連邦の多くの国々は，処理することのできな
い多くの内部的経済矛盾をひきおこしてきた中央集権的管理経済体制∫す
なわち計画経済体制を容赦なく放棄して，市場経済体制，すなわち自由経
済体制へと経済体制の転換を急ぎ，混乱している。
　世界は，自由市場原理へと一元化しつつあう，自由経済世界は，急速に
拡大しつつある。しかし，一元化しつつある自由経済世界は，これらの国
々の体制転換を歓迎してはいるものの，体制転換を積極的に支援し，促進
して，自由経済世界に組み込み，新しい自由経済世界の秩序の許に，経済
活動を展開し，独自の経済発展を可能にしていくことができるような新秩
序と新体制をいまだに確立してはいない。
　したがって，自由経済世界は，ただ財政資金の援助をするのがes－一杯で
ある。しかし，資金援助だけでは，体制転換は不可能である。これらの国
々の体制転換は，知的エネルギーに乏しく，体制転換に伴う多くの内部的
経済矛盾をひきおこし，不必要な経済混乱状態に陥っている。かてて加え
て，民族自立の問題を抱え込んでくると，内乱，内戦へと発展し，自らの
力では事態を収拾することができなくなっている。
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　体制転換に伴ってひきおこされる経済的矛盾を克服していく転換促進政
策が展開されないとすると，’〈転換逆転〉め矛盾に陥り，収拾不可能にな
ってしまう懸念もある。体制転換は不可能になるぼかりでなく，より大き
な内部的経済矛盾をひきおこし，推積していくだけになる。
　多くの内部的経済矛盾を抱えながら，圃民主化と自由化を求めで民族が鋒
起し，民族自決による体制転換を押し進めようとしそいる。この小さな体
制転換がうまく進行して，はじめて，地球的規模での歴史的大転換が前進
し，可能になるのである。したがって，歴史的大転換は，民族自決による
小さな体制転換が可能か，どうかに依存しているといえよう。民族自決に
よる体制転換を歴史的小転換と呼ぶならぽ，歴史的小転換の成否が∫歴史
的大転換の成否を左右しているといってよい。われわれが最も大ぎな関心
をもっている歴史的大転換のメカニズムを明らかにする重要な鍵は，歴史
的小転換のメカニズムを明らかにするところにあるといってよいだろう。
　たとえぽ，ロシア共和国の体制転換がうまく成功するかどうかは，ロシ
ア共和国における歴史的小転換のメカニズムの問題である。
　各国の展開している歴史的小転換が，うまく進行していくかどうかの問
題は，自由市場経済を構成している最小規模の生きた白い血液をもつ組織
体を，中央集権的計画経済体制という赤い血液をもつ異質体質の母体へ，
どのようにして移植していくのか，いわぽ，自由市場経済の臓器を，中央
集権的計画管理経済体質をもつ母体へ臓器移植する手術をいかにしてうま
く成功させていくことができるかどうかに依存しているといってよいだろ
う。
　歴史的小転換の過程は，自由市場経済の核を移植し，拒絶反応を抑え
て，定着させ，そしてつぎつぎに増殖反応を繰り返し，展開させていく過
程である。異なる体質の母体に，移植された核が，母体からの拒絶反応を
受けないようにするには，移植手術の前提条件として，まず母体の血液大
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交換手術が必要である。
　移植された核という自由市場経済が拒絶反応を受けないで，定着し，つ
ぎつぎに増殖反応を示すようになれぽ，移植された小さな地方経済は，徐
々に自由市場経済化していくことができるだろう。拒絶反応を防ぐには，
核を移植する母体として小さな地方経済を選定しなけれぽならない。それ
は，地域市民のより多くの人々が，自由市場経済の核の運転に参加し，自
由市場経済の根本原則であるく自己責任性の原則〉をはじめとして，多く
のルールを体験的に学習していかなけれぽならないからである。
　市民参加による地域市民の体験的学習は，極めて重要であり，血液大交
換に相当する経済体質，すなわち人間体質の転換を意味している。自由市
場経済の核を，選定されたいくつかの地方経済につぎつぎに移植し，’増殖
反応を展開させることができるように，育成していくことができるなら
ば，自由市場経済への体制の歴史的大転換が可能になるはずである。
　これら核ともいうべき最小単位の自由市場経済の移植による体制の歴史
的大転換を可能にしていくには，自由市場経済の核理論および経済移植転
換政策の理論の研究を取り挙げていかなけれぽならないだろう。自由市場
経済の核理論は，二部門経済モデルであり，自己責任性の原則に基づい
て，自由に意思決定することのできる真の自由人としての企業家と消費者
からなり，そして商品市場と生産要素市場をもち，産業部門と家計部門か
ら構成されており，最小単位の経済構造における成長運動の展開を明らか
にする理論でなけれぽならない。経済移植転換政策論においては，この核
理論を構成する二部門経済モデルに代表される最小単位の経済を，いかに
異質体質の母体としての地域経済である小さな町に移植，定着させていく
かが，中心的な政策問題として取り挙げなければならないだろう。
　これが，〈外部否定の矛盾の自己否定〉によってもたらされる世界的規
模でのく内部矛盾化〉であり，一大歴史転換であり，ソヴィエト連邦体制
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の崩壊の経済学的意味と世界的影響である。
　フラシスの哲学者，アツドル・グリュックスマンは，ソ連邦崩壊後の新
しい時代を「資本主義間対決の時代」として捕えようとしている。これ
は，正しい時代認識といえよう。ソヴィエト連邦の自滅によるく外部否定
の矛盾〉の自己否定は，その論理的・必然的帰結としての自由世界，すな
わち資本主義世界のく内部分裂化現象〉を伴うはずである。これをアンド
ル・グリュックスマソは，「資本主義問対決」として認識しようとしてい
るのである。
　赤松理論によれば，〈外部否定の矛盾〉の存在は，内部結束の強化をも
たらし，外部否定の矛盾の否定は，内部結束を弱体化し，遂いには，内部
分裂をもたらすのである。
　東・西両陣営の対決は，互いにく外部否定の矛盾〉としての存在であ
り，世界を東・西に二分して，それぞれが強力なく外部否定の矛盾〉とし
て対峙したため，両陣営共に驚くべきほどの内部結束の強化を図ることが
できた。
　両陣営が，内部結束を強化すれぽするほど，それは，他者に対して強力
な外部否定の矛盾となり，他者は，さらに内部結束を強化していった。内
部結束の強化は内部矛盾の蓄積を伴った。とくに内部的経済矛盾の克服
は，自由世界陣営といえども十分であったとはいえない。特に，ソヴィエ
ト連邦体制においては，内部的経済矛盾を克服するどころか，内部的経済
矛盾を放置し，市民の不平不満を我慢させて処理することなく堆積してい
くことによって，はじめて陣内の内部結束の強化を図ることができたにす
ぎなかったのである。
　ソヴィエト連邦体制の崩壊は，政治権力の集中化とそれに伴うところの
処理不可能な程の内部的経済矛盾の堆積が限界に達した崩壊である。処理
することのできない矛盾が堆積すればするほど，政治権力の集中化が必要
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であった。この崩壊によって，まず，ソヴィエト連邦体制内部の内部分裂
は勿論のこと，自由世界陣営においても，陣内の内部結束を強化してきた
合力の作用は，も早や機能しなくなり，陣内の内部結束もまた，弱体化し
ながら，むしろ内部分裂化への傾向を強めていくことは明らかである。マ
ーストレヒト条約（欧州連合条約）の許にヨーロッパ連合を目指している
ECとて，その例外ではありえない。強力な外部否定の矛盾なくして，十
二の星の許に内部結束の強化を図っていくことは極めて困難なことであ
る。
　冷戦後の新しい世界秩序の形成を最も困難にしている原因の一つは，世
界的規模で，根底に作動している内部分裂化の傾向である。世界的規模で
の内部分裂化の傾向は，冷戦構造解体後の世界にとって，、最も厄介な傾向
であり，抑えていかなければならない。
　自由世界の内部分裂化の傾向は，自由世界が無秩序化し，混乱してしま
うので，抑えていかなければならない。しかし，民族自決に伴う内部分裂
化は簡単に抑えることはできない。
　東欧諸国の民族自決による分裂化が，難民問題をうみ出し，．それが，
ECに対して外部否定の矛盾として作用し，　ECの内部結束の強化へと作
用していることは明らかである。また，日・米間における経済問題にして
も，最近では，著しく質的に変化してきており，．また，感情的になってお
り，さらに，悪質な保護主義への傾向を強めてきていることは，自由世界
陣内における内部分裂化による構造変化の作用の一例といえよう。こうし
た内部分裂化の現象は，最近のミュソヘン・サミットをはじめ，アメリカ
ーEC関係の変化にもみられ，また日本一EC関係の変化にも指摘するこ
とができる。これら一連の国際関係にみられる変化は，〈外部否定の矛
盾〉の否定に伴って発生してきた内部分裂化の現象である。
　自由陣営を構成してきたメンバー国は，それぞれが陣内の内部結束を強
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化しながら，発生してくる独自の内部的経済矛盾を克服し，持続的成長を
達成してきた。また，持続的成長を目指し，努力していく過程で，多くの
内部矛盾としての経済矛盾もつくりだされてきた。しかし，自由陣営のメ
ンバー国は，これら矛盾を克服し，更に一段と高い成長と発展の基盤を構
築し，豊かな市民生活をもたらし，陣内の内部結束を強化していくことが
できた。これが，自由世界陣営が持つ最大の魅力であり，市場経済の原理
を高く評価せしめている所以である。
　とくに，アメリカ経済が，自ら国内に抱えている国内経済矛盾を克服
し，着実な成長を達成維持していくことは，アメリカ経済だけでなく，陣
内経済にとっても，自由世界を束ねていく役割を持つ，・いわばく扇の要〉
であった。したがって，アメリカ経済の持続的成長をいかにして図ってい
くかは，自由陣営において，世界的な政策課題であった。
　多くの資源を配分して，陣営内の内部結束の強化を図っていくことは，
アメリカ経済にとっても，またソヴィエト経済にとっても，過大な経済的
負担であった。とくに，それぞれの陣営は，軍事的優越性を維持せんがた
めに，多くの資源を軍事技術の開発研究，軍備の拡張に投入していった。
なかでも，軍事技術の開発研究競争は，ハイ・テック技術の登場と共に激
しくなり，1980年代の中頃には，両国経済にとって，国民経済負担の限界
に達していたといってよい。
　軍事技術の開発競争による国民経済における経済的負担の限界は，強大
な軍事力の維持を可能にしたけれども，とくに，ソヴィエト経済では，市
民生活は貧弱になり，ついには，民族の生存を保証する経済的基盤さえを
も危くするという危惧の念を抱かざるをえなくなり，レーガンーゴルパチ
ョフ両大統領のレイク・キャピック会談，そしてブッシューゴルパチョフ
両大統領のマルタ会談へと一挙に軍備縮小化が展開されていった。急速な
軍備縮小化の展開は，両国の外交政策の成果というよりも，軍事上の優越
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性が，高コストの軍事技術開発競争に拍車をかけ，際限なき競争の国民経
済における負担の限界が，もたらしたものであるとみた方がよいだろう。
つまり，高コストを伴う現代科学技術の開発の成果であるというべきだろ
う。
　45年間という長い時間が経過していく中で，ソヴィエト経済は，内部的
経済矛盾を蓄積しながら，ついに，1991年12月18日自ら崩壊していった。
　リーダーであるアメリカ経済が，共産世界陣営と直接戦うことなく，長
期に亙る冷戦構造の中での対決において，陣内の内部結束を強化して，耐
え忍び，ひたすら我慢し，民主主義と自由市場経済に勝利をもたらした。
しかし，そのために，支払ってきた犠牲は余りにも大きく，いたるところ
に経済的矛盾をひきおこしている。今日，アメリカ経済が内部的経済矛盾
として，処理困難な構造的歪を惹起しているのも，それが一因であり，ま
た経済停滞の原因も，そこに一因があるといってよい。
　一方，ソヴィエト連邦経済は，東・西両陣営の長い対決に耐え忍ぶこと
ができず，遂に力尽き，自ら崩壊していった。アメリカ経済もまた，崩壊
こそ免れてはいるものの，マクロ経済は，大きなダメージを受けて，かっ
ての威力を失い，いわぽ，足腰が立たなくなる程，衰弱してしまっている
といってよいだろう。
　アメリカ経済における財政赤字，貿易赤字のツウィソ・レッドだけが問
題ではなく，民間部門の赤字である貯蓄不足をも加えたトリプル・レッド
の問題をはじめとする諸問題を抱えているマクロ経済の衰退は著しい。長
い冷戦構造の中で，アメリカ経済における工業部門の生産拠点は海外へ移
転され，成長構造のメカニズムは大きく変化してしまった。
　アメリカ経済におけるマクロ的構造調整の問題は，努力しているにもか
かわらず，未解決のままであり，マクロ経済とミクロ経済が大きく乖離
し，アメリカ経済にとって，史上最大の経済的内部矛盾へ発展している。
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これらアメリカ経済における内部矛盾の克服なくしては，冷戦構造解体後
の世界の新秩序の構築はありえない。
　共産陣営自らの解体によって放出された共産陣内内部矛盾は，自由世界
の内部矛盾と化しているが，これら内部矛盾を処理し，克服して世界的繁
栄をもたらす新しい秩序を構築していかなけれぽならない。
　経済的矛盾の内部化によって，世界的規模に拡大した自由世界の経済的
内部矛盾は，やはり，強力なリーダー・シップを持つアメリカ経済の主導
的役割なくしては克服不可能であるといってよいだろう。
　冷戦構造が解体された後の世界に，新しい秩序を創り出していくには，
単に民主化，自由化の基本的行動原理を強調し，財政資金を援助するだけ
でなく，歴史的〈Vision＞と＜Theory＞によって知的に重装備された
新しい世界秩序形成の理念を明らかにし，世界的理解と協力を求めていか
なけれぽならない。
　世界は，早いスピードで，自由世界へと一元化しつつある。一元化しつ
つある自由世界が，新しい秩序を創造していくには，新しい理念を用意し
なけれぽならない。ソヴィエト連邦が崩壊し，冷戦構造解体後の世界的な
経済的内部矛盾を克服していくには，一国だけでなく，＜nationalism＞
を超えた〈transnationalism＞の立場から，世界を富ましめ，地球上に
住むすべての人々を豊かにしようとするく富世豊人〉の理念の許に世界的
理解と協力を求めていかなけれぽならない。
　この新しい理念の許に，世界的理解と協力を得ることなくしては，分裂
化に伴う矛盾を克服することはできない。
　内部分裂化がもたらす最も恐しい矛盾は，民族自決の運動からの大量失
業であり，経済的難民である。世界的協力なくしては，経済的難民は救済
できない。これは，一例にすぎないが，経済的難民，つまり，アジアや西
インド諸島ではポート・ピープルと呼ばれ，東ヨーPッパでは，ウォーキ
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ング・ピープル（国境を歩いて越えてくる難民）と呼ぶべき人々はジ国内
では，明らかに失業老である。これらの人々は，国内では，職場を見い出
すことができないため，生きるために職場を求めて，国境を越えればジ国
際的難民と呼ぼれている。．一般には，これらの人々を難民問題として捕え
ている。そして救済しようとしている。しかし，これらの人々を救済する
ため，難民として捕えることは，問題を政治問題化するにすぎない。難民
問題を国際政治問題として，捕えジ解決しようとしても，それは，力によ
る問題の処理であり，一時的政治的慰めにすぎないのであって，問題の本
質的な解決にはならない。
　本質的に問題を解決じていくには，飽くまで，問題を経済的問題として
捕えて，合理的に解決していかなけれぽならない。
　冷戦構造が解体された後の難民問題は，国際失業問題，国際失業の理論
をもって，合理的に解決していかなけれぽならないだろう。・
　いまや，失業問題は，国内失業問題，国内失業理論だけをもってではな
く，国際失業問題として認識し，国際失業理論を構築して解決しなけれぽ
ならなLl。
　経済活動はボーダーレス時代に入り，資本と技術だけが国際間を移動す
るだけでなく，いまや労働力もまた，障害はあっても，高賃金を求めて，
国境を越えて国際間を自由に移動しはじめている。
　時代は，アダム・スミスの国富の思想を越え，〈富世豊人〉の薪しい理
念の許に構築される経済秩序を求めている。民主化と自由化は，〈富世豊
人〉の世界秩序の創造に不可欠である。
　i新しい理念の許に，新しい世界秩序を構築していくことは∴一国ないし
一国民経済め資質能力を遥かに越えている。したがって，国際協調は不可
欠であり，’世界のリーダーとしての豊かな経験を持つアメリカ経済の復活
とその役割に期待するところは大きい。しかし，この期待は，容易には実
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現されそうにない。　　　　　　　，
　緊張の中にも，長期間に亙って平和を維持じてきた戦後の相対決する三
大体制ぽ完全に消滅した。・自由世界は，新しい時代に適わしい新しLL・理念
を掲げ，新しい秩序と新しい体制を創造していかなけれぽならない。’つま
り，’「新しい酒は新しい皮袋に盛れ」である。　　　　’　　　・　」
　自由世界の政治的リーダーは，権威を失ったとはいえ依然として，ブメ
リカ合衆国である。しかし，アメリカ経済は，こうした世界秩序の形成に
当って，＜Vision＞と＜Th60ry＞によ6て知的に重装備された新しし『・
理念め必要性に気付いているとは考えられない。のみならず，・アヌザカ経
済は，◆新しい秩序形成への意欲にも欠け，能力やエネルギーにも余力がな
くなり，体力それ自体が衰弱化しており，ブグシュ政権下で，’復活に途惑
っているといえよう。
　アメリカ経済は，戦後の長い年月に亘って，覇権国として，自由世界セと
君臨し，ロソグ・アームを延ぽし，＜Extrovert　Policy＞の展開により
てtt自らを開放し，自らも積極的に参入して，今日の経済活動めポニダー
レス化の時代の基盤を創出していった。したがって，ブメリカ経済力㍉自
由世界を構成している他のメンバー国と異なる特殊な経済的矛盾を形成し
ていても不思議ではない。　　　　　　　　　　　　．
　アメリカ経済の新しい内部矛盾の克服なくしては，戦後の外交政策パタ
ーンとして固定化してしまっている＜Extrovert　Policy＞・は，アメbヵ
の政治力と経済力とがバランスを崩してしっているので，世界戦略として
のエネルギーを失ってしまっている。したがって，威力を失っだこうしだ
パターンの政策をいかに展開し，’試みても，内部分裂化の傾向の中で，『冷
戦後の新秩序を容易に構築していくことは不可能である。
　アメリカ経済は，いま一つの大きなディレンマに陥いっている。t方
で，新しい世界秩序形成のための〈Extrovert　Policy＞政策展開が求めら
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れているが，他方では，それどころか，むしろ自らの国内経済矛盾を克服
して，持続的経済成長の基盤を再構築していく＜lntrovert　Policy＞を展
開していくことが強く求められている。しかし，両政策の同時的展開は不
可能である。アメリカの政策資源と能力を前者の要求に傾注すれぽ，後者
の内部矛盾は一層成長し，堆積して，安定のための経済基盤を危くしてし
まうだろう。若し，そうなると新秩序の形成さえ不可能になってしまう。
　一元化している自由世界の内部矛盾は，放置するならぽ，分裂化の傾向
を強めて，ますます増殖拡大し，世界経済を混乱に陥し入れ，世界的カオ
スの時代への危険性をもっている。したがって，自由世界の内部矛盾の増
殖を自動制御的に抑え，克服していく新しい秩序を構築し，〈富世豊人〉
の世界を創造する国際協力体制が必要である。世界的に同時不況化してい
る中で，メソパー国は，＜Transnationalism＞の立場に立ってアメリカ
経済を再構築するため，応分の協力と負担を真剣に検討していくことが必
要である。
　外部否定の矛盾の自己否定によって，外部からの脅威がなくなった自由
世界は，民主主i義と自由市場経済を支柱にして，すぺての世界を抱含し，
一元化しつつある。しかし，一元化しながら，自由世界は，外部否定の矛
盾が存在しなくなったため，内部分裂化をひきおこし，とくに東ヨーロッ
パ諸国における小数民族の民族自決による混乱と貧困，そして国境を越え
る難民という内部矛盾をひきおこしている。
　内部分裂化していく自由世界は，多ぐの内部矛盾を孕み，小さな民族国
家を多数抱えたく多様化的世界〉である。自由な多様化的世界は非能率的
世界である。したがって，自由な多様化的世界においては，誕生する小さ
な民族国家をめぐって，非能率化による低所得，失業，．貧困を生みだし，
内部格差が拡大していかざるをえない。これらの格差是正，貧困の問題は，
自由な多様化的世界における最大の内部矛盾となっている。
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　自由な多様化的世界は，自由競争経済世界である。この経済世界に，小
数民族とはいえ，民族自立国家社会が誕生してくると，世界は多様化し，
多様化が進展すれぽするほど，これまでの世界的貧富の格差の問題を遥か
に越えて，より拡大し，深刻な貧富の格差是正，国際的失業，貧困の救済
という厄介な問題が起ってくるのは必然である。　　　1’
　これらの問題をどう処理，解決していくのか。
　経済基盤の弱体化に伴って，マクロ経済力と政治力とのバランスを失
い，威信を失っているアメリカ合衆国は，自由な多様化的世界の秩序創り
のリーダーシップを取ることを期待されながらも，新しい時代の流に対す
る＜Vision＆Theory＞がなく，指導力を発揮することができない。
tアメリカ合衆国は，その政治的指導力を＜United　Nations＞（連合国＝
国連）を経由し，各国の財政拠出資金をもって，発揮し，これらの問題に
一時的であれ，対応していこうとしている。
　問題は，一時的対応策でもって，解決される問題ではないにもかかわら
ず，＜United　Nations＞に持ち込まれ，不完全であっても，＜United
Nations＞が一時的に対応していかなければならなくなっている。こうな
ってくると，必然的に，＜United　Nations＞の規模，財政力とに，拡大，
増資していかなけれぽならないだろう。
　自由な多様化的世界における内部矛盾の解決に，安易に，〈United
Nations＞を利用しようとすることは，問題の解決にならず，〈U．　N。〉官
僚主義化を併発してしまうのではないだろうか。仮に，〈U．N．〉官僚
主義化が進行していくとすれば，自由な多様化的世界は，ますます非能率
化し，内部分裂化して分解し，能率化的世界へ転換移行することは不可能
になるだろう。
　自由世界が，自由な多様化的世界へ移行しつつあるということは，本
来，能率性を前提とする自由世界の非能率化が進行しているということで
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ある。それは，低所得層の増大，失業，貧困の世界の拾頭を意味している。
　したがって，問題は，この多様化的世界をいかにして能率化的世界に移
行させ，所得と雇用を形成して，豊かな世界を創造していくかである6非
能率化的世界から能率化的世界へ，いかにして，世界的規模の大転換を図
っていくかの問題である。
・3．　アメリ力経済の再構築
　　　　一経済構造の変化と構造調整一
　　　　　　　　　　　　L
　東・西両陣営が互いにく外部否定の矛盾〉として対峙する第t次大戦後
の冷戦構造の中で，アメリカ経済における戦後のくドンレ高維持政策〉は，
調整の難しい大きな経済構造の変化をひきおこしていった。なかでも，ま
ず第一に，取り挙げるべきは，貿易構造の変化である。貿易構造の変化に
伴って，貿易収支構造は赤字構造化していった。第二に，取り挙げるべき
は，アメリカ経済の国内生産構造の変化である。アメリカ経済の構造はサ
ービス経済化を急速に進めていった6　　　　　　　　　”
　自由陣営における内部結束を強化し，安全保障体制を確立するための
＜Extrovert　Policy＞の展開を背景にして，　ドル高維持政策は，アメリ
『力企業の海外直接投資を有利にしていった。企業は，利潤形成上の有利さ
を求めて，移転可能な生産拠点を海外へ積極的に移転していった。
　生産拠点の海外移転のトリガーとなった要因はアメリカ経済の高い賃金
である。アメリカ経済の賃銀水準は，国際的にみて，高い水準にあった。
したがって，国内生産は，高賃銀によるコスト高の生産となるので，企業
は，生産拠点を海外へ積極的に移転することによって，有利に利潤を形成
する機会をうることができた。アメリカの企業は，アメリカの潤沢な資本
と優れた技術を，低賃銀で，質の高い豊かな労働力をもち，しかも豊富な
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資源の存在する海外へ，積極的に投入して，生産を組織化していったので
ある。
　アメリカ経済の成長は，何が筆頭功労要因であるかというと，それは，
世界で最も発達しているアメリカの消費者信用に支援された個人消費支出
である。個人消費支出を経済成長の筆頭功労要因として，成長のメカニズ
ムが構成されている。個人消費支出を筆頭功労要因とする経済成長のメカ
ニズムの中で，海外におけるく生産の組織化〉が進行していくにつれて，
成長1，カニズムに変化が生じてきた。国内需要を満す供給は，アメリカ企
業による海外生産商品の輸入，すなわちく逆輸入〉（reimport）によって
賄われる割合が次第に増加していった。
　これが，〈逆輸入〉の発生である。逆輸入は，さらにく産業内・企業内
貿易〉へと一層発展していったのである。
　これまで，国内で生産されていた商品であっても，為替レートがドル高
に固定されていたので，賃銀の高い国内で生産するよりも，生産拠点を海
外に移転し，安い労働力と資源を使って生産し，それを国内市場に輸入す
るというく国際的迂回生産〉の型態をとった方が，企業にとっては，遥か
に利潤を有利に形成することができたのである。
　ドル高の許では，国内市場への輸入，それ自体によって利潤が形成され
る一方で，さらに，低コストでの海外製品を国内市場において販売するこ
とによっても利潤が形成されるのであるから，いわば，－Kル高政策の許で
のく二重利潤〉が形成されていった。
　為替レートがドル高に維持される体制の許で，〈国際的迂回生産〉の傾
向が，ますます増加していくにつれて，アメリカの貿易構造は，貿易収支
赤字化の構造変化をひきおこしていった。生産拠点の海外への移転だけを
取り挙げても，国内需要を満すために，それだけ輸入せざるをえなくな
り，輸入が増加していく構造変化をひきおこしていったのである。さらに
　（253）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　87
　　　　　　　　冷戦構造の崩壊とアメリカ経済の再構築
加えて，アメリカ国内生産品の輸出は，海外にとってはドル高で，アメリ
カ製品の輸入は，割高で，コスト高になるので敬遠されていった。アメリ
カ製品の割高を打ち消すだけの生産性の向上がない限り，アメリカ経済
は，次第に国際競争力を失っていくのは当然であった。
　したがって，ドル高傾向の許で，アメリカ経済は，輸出は減少し，輸入
は増加していくどいう貿易構造を経済の中に組み込んでいったのである。
　〈国際的迂回生産〉が有利に展開されていった産業部門は，勿論，工業
部門であり，耐久財産業部門であった。したがって，耐久財産業部門にお
いては，製品ないし，一部部品部門の生産が，海外へ移転されていったの
で，工業生産の国内生産に占める割合は，相対的に低下していった。
　一方では，生産拠点を，海外へ移転することの困難な産業部門，とく
に，サービス産業部門が国内で急速に発展し，その比重を高めていった。
このため，経済構造は次第にサービス経済化が進行し，経済成長力は徐々
に低下していかざるをえなかった。
　戦後の冷戦構造の中で，アメリカ民間経済は，ドル高が維持されていく
中で，有利に，経営のグローバル化を試み，多国籍企業化し，ワールド・
ビジネス化して，国境なき世界経営戦略を展開していったのである。しか
し，ミクロ経済がグローバル化によって拡大発展していくのに対して，マ
クロ経済的には，徐々に衰退の色合を濃くしていった。ミクロ経済とマク
ロ経済との乖離現象が次第に鮮明になっていくのである。，
　アメリカ経済は，工業生産拠点の海外移転によって，経済構造はサービ
ス経済化し，国内生産に比較して，相対的に高い割合での消費が，輸入の
増加によって可能となり，貯蓄率は低下し，貯蓄不足をひきおこす構造的
背景をつくり出していった。一方，投資は，海外投資が活発化していくの
に対して，国内投資の中心は，サービス経済化のための投資が中心となり，
工業生産力の基盤は弱体化していった。
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　〈三っ子の赤字〉トリプル・レッドの一つである民間部門における貯蓄・
投資ギャップの貯蓄不足は，こうして，歴史的に構造化されていったので
ある。
　〈国際的迂回生産〉，すなわち海外投資，海外生産，逆輸入，ドル高に
よる輸入品安，輸入増加，貿易収支の赤字化，国内経済のサービス化とい
う一連の循環運動を繰り返していくごとに，1アメリカ経済の成長の基礎的
諸条件は変化し，とくに，成長のエネルギーである需要の海外流出によっ
て，成長率は徐々に，停滞気味にならざるをえなかった。同時に，アメリ
カ経済の成長メカニズムは変化していった。
　アメリカ経済におけるこれらの現象は，1985年9月以来の円高誘導政策
によって，類似的経済現象が日本経済にも起っているので，日本経済も成
長の基礎的諸条件の変化に，事前的に対応していく政策用意が必要であ
る。
　アメリカ経済における構造変化は，労働市場における就業構造にも変化
をひきおこしていった。製造工業部門の就業機会は減少していくのに反し
て，サービス部門の就業機会は増加していった。したがって，サービス部
門の就業構成比は急速に増加していった。
　成長率は，貿易収支の赤字構造化にともなって，成長エネルギーである
需要が海外へ流出していくので，徐々に低下していった。成長率の低下
は，税収入に影響をおよぼし，税収入の不足を来すようになっていった。
　財政支出は，年々肥大化の傾向をとっていく中で，成長率の低下に加え
て，海外からの人口の流入増加に伴って，高い雇用水準を維持することが
できなくなり，失業率は容易に改善されることはなかった。したがって，
所得分配は不平等化し，社会保障費の支出は増加していかざるをえなかっ
た。
　税収入の停滞，減少と財政支出の膨張は，財政運営を窮地に追い込み，
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財政の構造的赤字化をうみだしていった。
　1981年，レーガン大統領が歴史を形成する時代の上昇波である自由運動
に乗って，誕生してくると，アメリカ経済は，激しいスタグフレーション
から脱出し，持続的成長の軌道を描くことに成功した。アメリカ経済が復
活し，成長軌道に乗るようになρてく．ると，間もなく，アメリカ経済にお
ける貿易収支の赤字は，急速に増大し，雇用と成長を一段と促進していく
上での大きな阻害要因となっていった。
　1985年，秋になってくると，レTガン政権は，・アメリカ経済の成長をさ
らに促進し，高雇用水準を達成していくために，貿易収支の赤字を解消し
でいくことを，’アメリカ経済における最優先の政策課題どして，取り挙
げ，ドル安政策を打ち出していった。とくに，日・米においては，1985年
9月22日，プラザ合意に基づいて，ドル安・円高誘導政策が採用されてい
った。
　アメリカ企業にとって，ドル安政策は，これまでのドル高政策と異な
り，海外投資を不利にしていったぽかりでなく，ドル高時代に築いてきた
海外生産による逆輸入をも不利にしていった。したがって，産業資金は，
海外投資よりも国内投資に向い，国内産業投資は活発化し，製造工業，と
くに，耐久財産業の生産基盤は再構築されでいくものと期待された。しか
し，これまでにアメリカ経済が，海外に構築してきた強力な生産基盤と市
場は，ドル安政策のためといって，・放棄・変更することは不可能であり，
アメリカ民間企業の世界戦略の拠点となっていった。ドル安政策は，アメ
リカ経済におけるミクロの民間企業の新たな世界的繁栄のスタートとなっ
ていくが，マクロ的には，アメリカ経済の国内生産基盤を再構築するとい
う点で，期待されたような政策成果を挙げることはできなかった。
　確かに，ドル安・円高政策に加えて，アメリカ経済における高金利水準
は，アメリカ経済への投資を魅力的にし，アメリカへの資本流入に拍車を
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かけていった。また貿易収入の赤字是正の一環として，対米輸出自主規制
をはじめ，外国企業によるアメリカへの直接投資，現地生産化，現地部品
調達を活発化していった。
　アメリカ資本市場昏の外国資金の流入は，巨額の赤字に悩む連邦財政の
運営を支援し，また，貯蓄不足下の民間投資資金の調達を可能にしていっ
た。外国資金の流入に支えられた民間投資資金は，国内産業投資，　とく
に，サービス産業投資，そして耐久財産業投資を賄っていった。　一
　レーガソ政権下の規制の撤廃，減税政策による＜lncentive　Policy＞
は，アメリカ経済に，平和時における最大の長期的成長をもたらしなが
ら，経済のサービス化をさらに進展させていった。しかし，国内の製造工
業部門への投資は，貧弱であり，とくに，耐久財生産部門では，ドル高政
策時代の有利な海外投資によって，生産基盤は強化され，拡大されてい
た。ところが，国内の耐久財生産部門の生産基盤の強化は遅れていった。
したがって，成長過程の中で，アメリカ経済の耐久財部門の国際競争力の
回復には時間がかかり，輸入の増加に依存しなけれぽならなか・った。耐久
財の輸入は，増加し続けたので，貿易収支の赤字は，容易に解消していく
ことはできなかった。
　個人消費支出を経済成長の筆頭功労要因とする成長の時代は，消費者信
用の膨張に支えられた耐久消費財支出の時代であった。アメリカ経済は，
耐久財を中心にした消費支出で成長し，1986年のく税制の改革〉を中心と
する＜Incentive　Policy＞によって，確iかに，国際競争力も強化され，
輸出も増加していった。しかし，輸出の増加を上回る輸入の増加があった
ため，貿易収支の赤字は，減少したものの，容易に解消していくことはで
きなかった。
　二十世紀後半Q大規模な耐久財消費の時代は，人間の英知である消費者
信用制度の発達がもたらしたものである。
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　消費者信用の膨張に支えられた活発な個人消費支出の増加によって，耐
久財の輸入は増加し，巨額の貿易収支の赤字を背負いながらも，アメリカ
経済は，＜Main　Engine＞による経済成長を可能にしていった。しかし，
消費者信用の膨張を中心とする経済成長には，当然，限界が生じてくるは
ずであった。
　消費者信用制度の発達は，高付加価値商品の開発を可能にし，高い利潤
率を形成し，持続的成長を実現していく，人間が創出した最大のイノーベ
ーショソである。それは，技術革新と一緒になって，消費支出の拡大とい
う大きな経済効果を発揮していった。
　シュムペーターがイノベーション論による資本主義発展のダイナミズム
を描いてから，技術革新は資本主義経済の救世主として崇められ，企業の
生命は，いかにして新商品を開発していくかにあるとされてきた。したが
って，企業は，つぎつぎに高い付加価値をもつ商品の開発に努力し，高利
潤の形成を試みていった。
　ハイ・テック技術の商品開発，技術開発が重要性をもつようになってく
ると，便利で，高品質の商品を開発していくのに，巨額の研究開発投資資
金を投入していかなけれぽならなかった。のみならず，企業間の商品開発
競争は激しくなり，商品寿命＜Product　Life＞もまた短くなっていった
ため，開発には多額のコストがかかるようになっていった。したがって，
企業が，開発投資資金を回収し，その上，利潤を形成していくには，製品
価格を相当高く設定していかなけれぽならないのは当然である。
　企業は，生き残ってL）くために，巨額の資金を調達し，つぎつぎに，便
利で，高品質の高い付加価値をもつ耐久財を開発していった。
　企業が巨額の商品開発投資を行ない，潜在的需要の大きい便利で，高品
質の高い付加価値をもつ耐久財を開発したどしても，その商品が，市場で
大量に需要されることがないならば，その商品は，企業にとっては，利潤
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の形成に結びつかないし，意味をなさない。
　市場に，大きな潜在的需要が存在するとしても，埋もれていて，顕在的
需要が小さいということは，企業にとって矛盾である。この市場における
矛盾を解消していくには，なんらかの政策によって，大きな潜在的需要を
顕在化していかなければならなかった。そこで，企業は，新製品を利潤形
成と結びつけていくために，金融機関と協力し，消費者大衆に十分な購買
力となる信用を供与し，高付加価値，高価格商品を購入させて，企業，金
融機関共に利潤を形成していくことを考案したのである。
　消費者に所得以上の消費購買力を実現しうる力を与えていったのが，こ
の消費者信用制度であり，その発達であった。消費者は，若し消費者信用
をうることができなかったならぽ，消費することのできなかった便利で，
高品質の耐久財を，消費者信用をうることによって，購入し，消費するこ
とができるようになっていったのである。消費者信用の創造は，驚くべき
有効需要の創出手段であった。
　低所得層の人々においても，この消費者信用制度を活用することによっ
て，富者と同じような消費生活が可能になり，消費における貧富の格差を
是正することができた。したがって，消費者信用制度は，消費における格
差是正のシステムとして，広く大衆に大歓迎され，普及し，有効需要を急
速に創造していく強力な武器となっていった。
　アメリカ経済における耐久財消費を中心とする経済成長は，消費者信用
に支えられた消費者の重層的債権・債務の関係，すなわち借金の蓄積によ
る成長であった。堆積された債権・債務の関係は，やがては必ず決済され
なけれぽならない。その決済の手段は，所得ないし資産の買却による所得
によらなけれぽならないので，結局，所得制約をうけることになる。した
がって，このような消費者信用の膨張，すなわち重層的借金の蓄積に支え
られた経済成長は，元より長期に亙って持続するとは考えられなかった。
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やがて，企業であれ，消費者個人であれ，〈重層的借金ストック〉の調整
を行わざるをえなくなり，消費支出は縮少し，景気は後退していかざるを
えなくなっていった。　　　、
　アメリカ経済の景気後退に伴って，企業サイドにおける商品在庫ストッ
クの調整よりも，消費者サイドにおける消費者の借金ストックの調整が重
要性をもつようになbていった。それは，遅かれ，早かれやがてやって来
るべき借金調整であった。この調整を早めたのが，湾岸戦争であった。湾
岸戦争を契機に，アメリカの消費者は，アメリカに伝統的に存在していた
〈Simple　Life＞の哲学を復活させていった。
　アメリカの雑誌＜TIME＞（April　8．1991　No．14）が特集したように，
＜Simple　Life＞の哲学の復活は，アメリカ消費者価値の革命的変化をも
たらすものであった。・
　アメリカの消費者市民生活に＜Simple　Life＞現象が立ち帰ってきたと
いうのは，アメリカ消費者心理の深層部における重要な変化であり，それ
は，消費者の価値観に変化が生じていることの証であり，〈AnewAme－
rican　revolution＞と呼ぼれている。
　一言でいうならば，それは，アメリカの消費者は，出来合いの高価な，
高付加価値商品よりも，「手造り」で，人間味のある安価な，低付加価値
商品に，嗜好を持つようになったというのである。’
　＜Gaudy＞で＜brender＞な消費の時代は終った。＜status　symbol＞
やかっこいい職業，財産にも余り愛着を感じなくなった。＜Yuppies　Sシm・
bol＞の時代も終った。＜flaunting　money＞を自慢して歩くのは下作だ
というようになった。　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　’“
　アメリカの消費者は，＜Simpler　Plesures＞＆＜Homier　Values＞を
真剣に考え，重視していこうとはじめたのである。つまり，物質主義の価
値観から，〈家族〉，〈友人〉，〈休憩〉，〈レクレrショソ〉，＜いい
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行為〉，〈心〉のために多くの時間を持とうとする新しく価値感への変化
が生じてきたのである。
　こうした変化が，アメリカ経済社会の構造深くで起っているのである。
元々，1987年のウォール街におけるブラック・マンデイの頃から現象的に
は起っていた。人々は，隣りのホームレス・ピープル，銀行の倒産，・友人
の失業をみて何かを感じはじめていた。キこに，湾岸戦争の勃発で，〈生
と死〉に直面してくると，真剣に生活することを考えはじめていったので
ある。
　1980年代の過剰な借金消費時代＝気がかりな時代に別れを告げ，質素で
落ち付いた生活を重視しはじめてきたのである。
　1980年代のく重層的借金ストックの調整〉は，消費者た限ったことでは
ない。アメリカ経済では，1980年代は活発な＜M＆A＞の時代であっ
た。それは時間を短縮した新しい投資型態であった。＜M＆A＞資金の
借り入れに走った企業も，また財政資金の借り入れを国債によって補充し
てきた政府もく借金ストック〉の調整を急がなけれぽならなくなっていっ
た。
　アメリカ経済が，こうした借金ストックの調整に入るとアメリカ経済に
おける消費支出は急速に落ち込み，景気は後退し，平和時における最長の
拡大過程に終止符を打っていった。
　消費支出の減少，したがって，景気の後退に伴い，耐久財の輸入は減少
し，貿易収支の赤字は，若干縮小したものの，対日赤字は依然として高い
水準にあった。
　財政赤字は，増大して，一日10億ドルもの規模に到達しようとする勢で
あった。財政赤字の削減は，景気の後退とともに，政府が赤字削減，財政
均衡化の法案を作成して，赤字削減を努力していけばいくほど，ますます
財政赤字は増大していくというく財政アンチノミー〉に陥っていった。°
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　アメリカ経済は，長期成長の過程で，経済のサービス化が進行していっ
た。成長の停滞，したがって，景気の後退は，容赦なく，サービス産業部
門を襲っていった。したがって，サービス経済化に支えられた都市経済
は，深刻な不況に突入しており，多くの問題を抱えながら，失業者を排出
して，苦悩し続けている。
　自由経済の原理，すなわち自由の論理，市場原理，競争原理を標榜し
て，アメリカ改革に乗り出したレーガノミヅクスは，アメリカ経済を深淵
なスタグフレーションから救済し，活性化させ，長期の繁栄へ導き，軍備
の縮小，ソヴィエト連邦の解体へと，歴史の流れを変えていった。
　レーガノミックスの登場は，歴史形成の基本的エネルギーが，自由運動
に替り，歴史が自由運動を歴史形成の主役として形成されている時期であ
った。レーガノミックスは，自由の論理，すなわち強者の論理を掲げて，
歴史形成のエネルギーである自由運動にうまく乗ることができた。
　1980年代のアメリカ経済は，自由経済の論理，強老の論理を貫き，消費
者信用の創造に支えられて，長期に亙る経済成長を実現していった。市場
原理，すなわち競争原理である強者の論理が展開されていく過程におい
て，強者である小数の富老と弱老である多数の貧者が創出されていくの
は，必然である。
　今日，アメリカ経済社会においては，再び貧富の格差が拡大し，アメリ
カ経済社会は，不平等化社会へ逆戻りしており，時代は新しい衡平，平等
な経済社会の実現を目指して模索しはじめている。
　レーガノミックスが，自由の論理，強者の論理の貫徹に成功したが故
に，アメリカ経済社会における歴史形成のエネルギーは，自由運動から平
等運動，すなわち衡平運動へと交替しつつある。これまで，歴史形成の先
頭に立って，主役を果してきた自由運動は，その役割を果し，背後に後退
しつつある。替って，平等運動，すなわち格差是正の運動が，歴史形成の
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主役として前面に踊り出て，陣取りをし，新しいアメリカ経済社会の歴史
を形成しようとしている。
　いかなる経済社会であれ，長期に亘って，専ら政治原理，弱者救済の論
理に重きをおき，政治権力による規制政策を強化して，平等化政策，衡平
政策を展開し，経済原理，自由の論理，市場原理を軽視した政策を展開し
続けていぐならぽ，7．ヴィエト連邦の崩壊過程が明らかにしたように，そ
の経済社会は，民族存立の経済基盤をも破壊してしまう。これは，歴史的
事実である。
　今日のアメリカ経済社会における最大のディレンマは，海外に強力な生
産拠点をもち，国内経済の経済基盤，とくに工業生産の基盤が脆弱化して
いく中で，国際競争力を強化し，増加していく弱者を救済するための平等
化政策，、福祉政策を展開していかなけれぽならないことである。
、とくに，連邦財政は巨額の赤字を抱え，加えて，貿易収支は減少しはじ
めたとはいうものの，依然として高い水準に留まりながら，いかにして，
経済基盤の強化を図り，雇用を促進し，平等化政策，弱者救済政策を展開
していくのか。これは，アメリカ経済社会における最も重要な政策課題で
あり，時代の要請に応えていかなければならない問題である。しかし，こ
の経済社会における内部的経済矛盾は，克服されるどころか，一層深化し
て，弱者救済という内部的社会的矛盾へと発展し，新たな対応を必要とし
ている。多くの市民は，弱者救済の論理を時代の先頭に押し建てて，平等
化政策，失業対策，所得格差是正政策の展開を求めはじめている。
　アメリカ市民多数の要請に直接応えようとするかのように上昇する時代
の波に乗ろうとしているのが，民主党大統領候補，クリントソ氏である。
しかし，クリントン氏は，民主党を有利に持ち上げているアメリカ経済社
会におけるく時代の波〉に無意識的にうまく便乗しているにすぎず，残念
ながら，時代の変化の本質を見抜く＜Vision＞と＜Policy＞を欠き，
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新しい時代をリードする論理め展開をもっていない。しかし，塒代の上昇
波に乗れぽ，民主党は長期政権化する可能性が高い。　　・　　　　．
ri ｱれに対し，強者の論理，自由の論理を主張し続けて，まず経済基盤を
強化し，’しかる後に，弱者救済の展開を訴えているのが，共和党のブッシ
ュ大統領である。しかし，：大統領にも，アメリカ経済社会における時代の
本質的変化を見抜く＜Vision＞t「と〈Theory＞そして〈P61icy＞がな
ぐ，’また新しいアメリカの時代ゐ扉を開くことに躊躇し，’経済原理，自由
の論理，強者の論理を重視し，政治原理，弱者救済の論理には消極的にし
か対応じていない。大統領は，何故7メリカ経済社会たおける変化の本質
を見抜くこどができないのか。何故上昇するく時代の波〉に乗ることがで
きないのか。
　両大統領候補にとって重要なことは，政治原理＝公的原連と経済原理i
私的原理とをうまくバランスさせながら，時代の変化に最も適応した政策
をいかに形成し，展開していくかという問題を解明していくことである。’
　アメリカ経済社会における歴史形成のエネルギーは変った。’自由運動の
エネルギーから平等＝衡平運動の土ネルギーへと変っている。この変化は
一体何を意味しているのだろうか。新しい歴史形成の運動iネルギーが変
化するとき，それと共に，時代に適応する政策形成の論理は変化せざるを
えないことを意味している。1づまり，政策形成の論理は，これまセの経済
原理，自由の論理から政治原理，弱者救済の論理へと論理構成におけるウ
ェイトの置きどころを変えてい渉なけれぽならなVN6’
　歴史形成のエネルギーが，自由運動どして展開されているとき，歴史を
リ・一ドする政策形成の論狸は，経済原理，『自由の論理，市場原理，私的原
理によって構成される。しかし，今日のアンリカ経済社会においてみられ
るように，平等運動三格差是正の運動が，歴史形成のエネルギーとして展
開されているときには，政策形成の論理は，政治原理，規制の論理，衡平
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の論理，公的原理によって構成されなけれぽならないのである。
　したがって，アメリカ経済社会が，平等主義＝格差是正の運動たよって
時代の上昇波を形成し，前進しているとき，時代の流れに適切な政策は，
政治原理，規制の論理を中心にして形成され，弱者救済の論理を貫徹し，
時代をリードしていかなければな、らない。歴史形成の主役となる平等運
動，格差是正の運動は，自由市場のメカニズムを通じてではなく，政治権
力を強化し，規制措置によって，強者である富者から弱者である貧者へ所
得を移転して，弱者を救済し，格差を是正していかなけれぽならない。．
　したがって，富者が，社会的弱者救済の負担に耐えられなくなってくる
と，平等化政策，弱者救済政策の効果は限界に達するだろう。高い限界税
率と同じように，，高い平等化負担は勤労意欲をなくし，経済活動は落ち込
み，経済社会は推進力を失って，停滞することになるだろう。
　富者の力が弱く，負担能力が低いときには，弱者救済の論理を貫徹し
て，高度の平等化社会を形成していくことはできない。したがって，高度
の平等化社会を形成していくには3．経済基盤がしっかりしていて，負担能
力が絶えず成長していかなけれぽならない。しかし，平等化の負担能力が
着実に成長していくためには，自由の論理＝市場原理＝強者の論理が必要
である。したがって，豊かな平等化社会を形成していくには，自由の論
理＝強者の論理と規制の論理＝弱者救済の論理とをいかにバランスさせて
いくかが中心的問題となるだろう。
　二つの原理である経済原理と政治原理は，二者択一的選択の対象として
認識さるべきではなく，経済社会の歴史形成の運動の中で，時代の流れに
最も適応していくためには，いずれの原理により比重を置いた政策展開を
していくべきか。・相互補完の関係において認識されなければならない。
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4．再構築のための新しい＜Vision＞と＜Theory＞
　政治原理，弱者救済の論理，社会的寛容の精神は，アメリカ経済社会に
おける歴史の前面に踊り出て，新しい歴史を形成していく主導的役割を荷
負っていこうとしている。
　アメリカ経済の再活性化という政策問題は，こうしたアメリカ経済社会
における歴史形成の運動とアメリカ経済を取り巻く，冷戦構造崩壊後の新
しい自由世界経済が構築されゆく過程の中で，内外両面から考察されてい
かなけれぽならない。
　世界で最もワールド・ビジネス化しているアメリカの民間企業の活動領
域は，連邦政府の行政領域を遥かに越えて，広く自由世界にまたがってい
る。マクロ経済政策の適用領域は，勿論，行政領域であり，それは，国内
経済である。したがって，マクロ経済政策が，民間企業の活動領域をカバ
ーすることができるのは，その国内活動部分で，海外活動部分をぽヵパー
することができない。
　アメリカ経済におけるミクロ経済は，マグロ経済を越えて，自由世界の
中に広く，浸透していっているのである。
　アメリカ経済の活性化というとき，それはジミクロ経済についてではな
く，マクロ経済の活性化である。アメリカ経済における民間企業部門，す
なわちミクロ経済は，戦後の冷戦構造の中で，アメリカ国内経済＝マクロ
経済活動領域を越えて，力強く自由世界へ羽ばたき，強力な経済活動の基
盤を構築していった。
　アメリカ経済は，ミクロ経済とマクロ経済が大きく乖離して，ミクロ経
済は強い経済に成長しているが，マクロ経済は弱い経済になってしまって
いる。
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　アメリカ経済の活性化とは，こういうマクロ経済を活性化することであ
る。しかも，このマクロ経済は，工業生産部門の多くの生産拠点を海外に
移転しており，国内経済領域においては，工業生産部門は殆んど弱体化し
ている。商題であるのはこのマクロ経済である。
　アメリカ経済は，工業部門が弱体化した国内経済＝マクロ経済をどのよ
うにして再活性化していくのか。これが，経済再活性化政策の中心課題で
ある。
　アメリカ経済を考えるとき，国際競争力を持ち，有能な民間経済は，安
価で，優れた労働力と豊かな資源，そして有利な税制を持つ地域へと優れ
た経営資源を移転しているという事実を忘れてはならない。
　すでに，長い歴史を持つ多くの海外生産拠点は，アメリカ合衆国＝本国、
の規制をうけることなく，現地規制の許に，独自の経済活動を展開してい
っているのである。海外の生産拠点は，本国経済をも，一つの市場にしな
がら，世界を市場にして，今や，企業内貿易，産業内貿易を越えて，企業
内国際生産体制，産業内国際生産体制創りへと発展しつつある。
　アメリカ本国経済における賃銀や税制等からなる総合的生産コストが，
国際水準よりも割高である限り，資本と技術，そして優れた経営能力は，
海外へ流出し，生産を組織化し，強力な生産拠点を構築していくだろう。
したがって，すべての人々によって肯定される世界的に高い生活水準，世
界的に豊かな暮し，世界的に高い賃銀水準と水準の高い社会保障制度を持
つアメリカ経済が，海外に持っている生産構造と同一の生産構造を国内経
済に取り戻そうとすることは，不合理であり，不可能である。
　海外へと生産拠点が流出している経済は，アメリカ合衆国経済だけでは
ない。日本経済も，ドイツ経済も，有能な民間企業が，有利な生産立地を
求めて，海外へ生産拠点を移転している。
　高い次元に立って，この生産拠点の移動を考えてみるならば，それぞれ
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の経済からの生産拠点の移動は，世界の新しい歴史形成の運動の中で，自
由世界経済の新しい生産構造を形成しつつあるとみることができる。
　先進国経済ほど，技術は進歩しているけれども，技術開発，研究費に多
額の資金を必要とし，労働賃銀が高いので；高生産費経済である。したが
って，先進工業経済から，低生産費経済である後発国へ資本と技術と有能
な経営が移転し，後発国で，生産が組織化され，工業化されていくことに
なるはずである。これは後発国における新しい工業化の展開である。∵．
・7汚_理的には，’生産コストや税制が世界的に平準化するまでT生産拠点の
海外移転は続くだろう。高コストの先進工業経済から低コストの後発工業
経済への生産拠点の移動は，先に分析した冷戦構造崩壊後の自由世界にお
ける内部分裂化現象によって生じてくる世界的貧困問題を工業化の過程を
通じて本質的に解決していくことになるだろう。
　したがって，アメリカ経済の活性化の問題は，アメリカ経済独自の問題
として捕えるのではなく，自由世界経済の工業化の問題であり，’自由世界
経済構築の問題として捕えることはできないだろうか。
　民間企業は，ボーダーレス時代の経営戦略の一つとして，自由世界を舞
台に，生産拠点の海外移転企業内貿易，産業内貿易，そしてさらに，産
業内国際生産，企業内国際生産等の新しい生産体制創りを先行させ，地球
経済の平準化に貢献している。こうした世界的平準化の傾向は，新しい時
代に対するくYisiOli＆Theory＞による政策によって促進されなけれ犀
ならない。
　そこで，新しい世界経済の平準化め傾向の中で，経済的資源流出国経済
の衰退という問題が生じてくる。しかし，時代の流れを逆流させることは
できない。したがって，アメリカ経済の活性化は，基本的には，自由世界
経済＝地球経済の構築を補強し，．地球経済化に貢献しうる活性化でなけれ
ばならないだろう。　1　　　　　　　　　　　　　　・
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　それは，噺しい宇宙産業の開発と育成，地球経済化のためのy新しい組
識，新しい制度，新しい教育研究の在り方，人間開発，等を中心とする高
度ソフト経済へと既存のサービス経済から脱皮していかなけれぽならない
だろう。
　（本論文は，《駿台経済学会》において報告，討論したものに若干，修
正，加筆したものである。1992年7月）
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